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  私は、宮崎県統合型校務支援システムの環境構築に係る業務委託を受託するに当たり、次の事項

について誓約します。 

 

  自己及び本事業実施主体の構成員等は、次のアからカまでのいずれにも該当する者ではありま 

 せん。 

 

   また、事業実施主体の運営に対し、次のアからカまでのいずれの関与もありません。 

 

 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年法令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者。 

 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者

（更生手続開始の決定がなされ、競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）、民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続

開始の決定がなされ、競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）、破産法（平成１６年

法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている者又は会社法（平成１７年法律

第８６号）に基づく特別清算開始の申立てがなされている者、手形交換所による取引停止処分

を受けている者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

 

ウ この公告の日から受託候補者を選定するまでの間に、宮崎県から入札参加資格停止の措置を受

   けていない者。 

 

エ 県税に未納がない者。 

 

オ 宮崎県暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力団、又は代表

   者及び役員が同条例第４号に規定する暴力団関係者でない者。 

 

カ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３２１条の４及び各市町村の条例の規定により、個

   人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎県内に居住している

     ものに限る。）の個人住民税について特別徴収を実施している者又は特別徴収を開始すること

     を誓約した者。 

 


